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資料 １ 

北区経営改革プランの改定について（素案） 

 

１ 経営改革を継続的に実施する必要性について 

（１）新たな基本計画への対応 

  北区では、「区民とともに」という基本姿勢のもと、「地域のきずなづくり」と「子

育てファミリー層・若年層の定住化」を最重要課題と定め、４つの重点戦略と３つ

の優先課題を中心に、北区の諸課題解決のための施策を推進するとともに、効果的

な施策への取組みを通じ、「北区基本構想」に掲げる北区の将来像の実現を目指し

ています。 

  平成３２（2020）年度を初年度とする「新たな基本計画」では、引き続き「区民

とともに」を基本姿勢に、最重要課題に対する対応や多くの課題解決に向けた積極

的な取組みを進めていきます。また、今後予定している学校改築や新庁舎建設、ま

ちづくりの一層の推進などは、特に多額の経費を要する事業であり、計画的にその

財源を確保していく必要があります。 

平成３０（2018）年１月に発表された政府経済見通しでは、平成３０（2018）年

度の日本経済は、「生産性革命」と「人づくり革命」に取り組むことにより、雇用・

所得環境の改善が続き、経済の好循環がさらに進展する中で、民需を中心とした景

気回復が見込まれています。しかし、先行きのリスクとして、海外経済の不確実性

や金融資本市場の変動の影響等に留意する必要があり、これらの地方財政への影響

が懸念されるところです。また、これまで法人住民税の一部国税化や地方消費税清

算基準の見直しなど、国による不合理な税制改正等が繰り返されており、加えて、

平成３１（2019）年度税制改正において「新たな偏在是正措置」を講じる考え方が

示されました。このように、財政運営上のリスクが絶えず存在し、今後、一般財源

総額の確保が難しくなることも見込まれます。 

北区では、国や東京都に先駆け、行財政改革に積極的に取り組んできましたが、

「新たな基本計画」を着実に実現していくために、また、将来に負担を残さないた

めにも、引き続き経営改革に取り組むことが必要です。 

 
（２）行政需要の中長期的増大 

  「北区経営改革プラン２０１５」の着実な推進により、「北区基本計画２０１５」

の実現及び健全で安定的な行財政運営の確保に努めてきましたが、中長期的な行政

需要の増大とともに、今後の財政状況を鑑みると、「新たな基本計画」のための財

源を確保し、計画事業等の実現に向けた財政対応力をさらに高めていくことが課題

となります。 
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① 北区の人口と少子高齢化の現状  

国立社会保障・人口問題研究所（日本の将来推計人口：平成２９（2017）年推

計）によると、日本は、人口減少社会への道を緩やかに歩み出したところである

が、今後は加速的な人口減少と世界に類を見ない高齢化という事態に直面して行

くとしています。 

一方、北区の人口動向は、国勢調査における総人口では、昭和４０（1965）年

の約４５万２千人をピークに減少傾向が続き、平成１２年には約３２万２千人ま

で減少しましたが、平成１７（2005）年に４０年ぶりに増加に転じ、平成２７年

には約３４万１千人となりました。住民基本台帳人口においても、平成２５年以

降は増加傾向にあり、平成３０年１月１日現在で３４万８，０３０人となりまし

た。また、高齢化率は、２５．３％で、２３区で最も高くなっています。 

今後の北区の人口については、「北区人口推計調査報告書（平成３０（2018）

年３月）」によると、総人口（外国人人口を含む）は、平成４０（2028）年まで

は人口増加となり、約３６万２千人とピークを迎えますが、その後は減少に転じ、

平成５０（2038）年には約３５万６千人となる見込みです。 

 

義務的経費である扶助費の総額は、保育所待機児解消に伴う児童福祉費の伸び

や高齢化の進行などにより、年々増加しており、財政の圧迫要因の一つになって

います。また、実質的な義務的経費である介護保険や医療会計への繰出金（特別

会計繰出金）も医療費の増加などによって引き続き高い水準にあります。 

平成２９（2017）年度決算では、扶助費が４８０億円、特別会計等繰入金が１

３５億円となっており、今後さらに北区の財政を圧迫することが懸念されます。 

 

② 公共施設の更新需要と課題 

北区ではこれまで多くの公共施設（建築物）やインフラ（道路・橋りょう）

を計画的に整備してきましたが、現在、多くの公共施設やインフラ施設が老朽

化しており、 大規模改修や建替え、更新等の時期に差し掛かっています。その

ため、今後、改修や更新にあたり多額の費用が必要となります。   

 

平成１３（2001）年から平成２７（2015）年までの公共施設等に投じている

投資的経費の平均が約１１５億円（公共施設約６５億円、インフラ施設約５０

億円）であるのに対し、平成６２（2050）年までの３５年間の試算では年間約

１４１億円が必要となります。今後は、コストの縮減と財源の確保が課題とな

ります。 

 

北区では平成２５（2013）年７月に公共施設を対象に「北区公共施設再配置

方針」を、平成２９（2017）年２月に公共施設とインフラを対象に「北区公共

施設等総合管理計画」を策定し、公共施設のマネジメント方針や総量の削減目
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標（平成５７（2045）年までに１５％程度の削減）、インフラ施設の維持管理方

針を定めました。今後も区の財政状況や人口動向、区民ニーズの変化等を踏ま

え、公共施設マネジメント等に取り組み、経費の縮減や平準化を進めていく必

要があります。 

  

（３）北区財政の現状と課題 

① 歳入 

    平成２９（2017）年度普通会計決算で、歳入の中で最も割合の高いものは、

特別区交付金（都区財政調整交付金）で３４．７％、次に特別区税が２０．１％

となっています。 

    北区は、２３区平均と比べ特別区税の割合が低く、特別区交付金に対する依

存度が高くなっています。特別区交付金は、景気の変動を受けやすく、国の税

制改正等の影響の増大も懸念されます。 

また、少子高齢化が進行する現状を考えると特別区交付金や特別区税の大幅

な増収を期待することは難しく、今後も予断を許さない財政状況が続くと考え

られます。 

     
②  歳出 

    平成２９（2017）年度普通会計決算で、性質別歳出予算では、人件費、扶助

費、公債費の義務的経費が全体の５３％を超えています。 

人件費は、これまでの「経営改革プラン」や「職員定数管理計画」などの行

財政改革の取組みにより、減少傾向にありますが、一方で職員数は保育園定員

拡大に伴う保育士の採用などにより前年度より増加しています。扶助費は、児

童福祉費などの伸びにより、増加傾向にあります。今後も少子高齢化の進行な

どに伴う扶助費の増加や学校をはじめとする公共施設の更新などの多くの需

要が見込まれ、歳出を押し上げる要因が山積しています。 

                                               

③ 基金 

    平成２９（2017）年度末の主要５基金（財政調整基金、減債基金、施設建設

基金、まちづくり基金、学校改築基金）の残高の合計は、約５４９億円となり、

そのうち、財政調整基金は約１５７億円となっています。財政調整基金につい

ては、標準財政規模の同規模団体における平均残高は約２６０億円であり、北

区は必ずしも高い水準ではありません。 

北区を取り巻く財政環境は市町村民法人税分の一部国税化による特別区交

付金の原資の減少や、低金利や税制改正等による各種交付金の減少などのリス

クもあり、今後も予断を許さない状況にあります。将来を見据えた安定的な財

政運営を行っていくためには、特別区税などの自主財源の確保を図るとともに、

行財政改革も進め、財政調整基金等への着実な積み立てを行っていく必要があ
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ります。 

 

   ④ 地方債 

    北区では、学校改築や公園整備などの公共施設の整備等に伴い、地方債を発

行してきました。平成２９（2017）年度末の地方債残高は２７６億円で、区民

一人当たりに換算すると８万円の借入となっています。 

平成２９（2017）年度は、学校改築や道路整備事業のため、３０億円の地方

債を発行しました。公債費は、概ね３０億円から４０億円台で推移しています。 

今後も小中学校の改築などをはじめてとした施設の更新需要を抱えており、

計画的に地方債を活用していく必要があります。 

 

（４）北区職員の現状と課題 

① 職員定数の適正化 

平成２９（2017）年４月１日現在の職員総数は、２，５６３人、平均年齢は

４１．２歳で、普通会計における人件費の平成２９年度決算は、２３４億円と

なりました。平成２０年度から平成２９年度間で比較すると、「北区経営改革

プラン２０１５」、「職員定数管理計画２０１５」等の行政改革の取組みなどに

より、人件費は２６億円の減となっています。 

なお、平成３０（2018）年４月１日現在の職員総数は、保育園定員拡大に伴

う保育士の採用などにより、前年度から４６人増加し２，６０９人となり、平

均年齢は４０．８歳と低下しています。一方で、今後数年間は職員の定年退職

が多く、退職金が高水準で推移することが見込まれます。 

平成３０年（2018）４月には職層の再構築を含む新たな特別区の人事制度が

スタートし、平成３２（2020）年４月からは会計年度任用職員制度が導入され

るなど、人事行政を取り巻く状況が大きく変化していく中、行政需要の変化に

的確に対応し、職員という人材の効果的な活用につなげていくため、経営改革

プランの改定にあわせて新たな職員定数管理計画を策定し、職員定数の適正化

を図る必要があります。 

 
② 職員の人材育成  

    平成２３（2011）年６月に「北区人材育成基本方針」を策定し、行政ニーズ

が高度化・複雑化するなど区を取り巻く環境が大きく変化しても、区政の運営

に携わる職員が常に目指すべき理想の職員像として、協働精神、プロ意識、豊

かな人間性の３点に重点を置き、区民から信頼される人材育成に取り組んでい

ます。 

人事制度や職員構成が大きく変化する中、今後見込まれる様々な行政需要の

増加に対応するためには、職員一人ひとりの職務遂行能力を向上させていくこ

とが必要です。また、職員個々の資質の向上だけではなく、組織として職員を
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支援するしくみづくりが求められています。 

多様な考え方を尊重しながら、高い倫理観を持って行動できる職員や、専門

性・特殊性の高い業務のノウハウを継承し、実務に精通した人材を育成してい

くことが必要です。 

 

２ 経営改革プラン改定〈新プラン策定〉にあたっての考え方 

（１） 経営改革で解決すべき課題 

日本は人口減少社会が到来し、今後さらに少子高齢化が進行するなど、生産年

齢人口が減少すると予測されています。北区においては、平成４０（2028）年ま

で緩やかな人口の増加が見込まれていますが、中長期的には同様に減少の傾向に

なることが想定されています。また、国の税制改正等の影響の増大も懸念されて

おり、今後も税収の大幅な伸びは期待できないという前提のもと、区政運営を行

っていかなければなりません。 

平成３２（2020）年度を初年度とする「新基本計画」では、「区民とともに」

を基本姿勢に、「地域のきずなづくり」と「子育てファミリー層・若年層の定住

化」をはじめ、少子高齢社会への対応や公共施設の更新需要など、多くの課題解

決に向けた積極的な取組みが必要です。新たな経営改革プランにおいても、将来

の人口減少や少子高齢化のさらなる進展を見据え、将来にわたり区民サービスを

安定的に提供するため、以下の課題について解決を図っていくものとします。 

 

① 北区基本構想の実現 

    平成１１（1999）年に策定した「北区基本構想」では、基本構想を実現する

ための  区政運営を定めています。 

 

第６章：基本構想を実現するための区政運営 

   １ 区民と区の協働によるまちづくりの推進 

   ２ 計画的・効率的な行財政運営の推進 

   ３ 自治権の拡充と広域的な連携・協力の推進 

    

新たな経営改革プランにおいても、上記で定めた項目に基づいて策定するこ

とで、「北区基本構想」の実現を図っていくものとします。 

 
② 新基本計画の資源調達 

緩やかな景気回復を受け、特別区民税は増収傾向が続いていますが、北区の

人口構成からは２３区平均と比べ歳入に占める割合が低く、特別区交付金に対

する依存度が高くなっています。特別区交付金は、景気の変動を受けやすく、

国の税制改正等の影響も懸念され、今後も予断を許さない財政状況が続くと考

えられます。また、建築資材、労働単価の長期的な上昇に伴う建築コストの高
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騰など、財政支出の増加も懸念されます。 

したがって、歳入確保や事業の見直し、執行体制の効率化などあらゆる財源

対策を講じていくことで、「新基本計画」における計画事業を着実に推進する

ための資源調達が必要となります。 

 

③ 次世代につなぐ、健全で安定的な行財政運営 

 政府の経済見通しでは、日本経済は、雇用・所得環境の改善が続く中で、緩

やかな回復が期待されていますが、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動

の影響等に留意する必要があり、これらの地方財政への影響が懸念されるとこ

ろです。また、これまで法人住民税の一部国税化や地方消費税清算基準の見直

しなど、ここ数年の税制改正等により、特別区の貴重な財源が奪われています。

このように財政上のリスクが絶えず存在し、今後、一般財源総額の確保が難し

くなることも見込まれます。 

一方で、少子高齢化や将来の人口減少への対応をはじめ、基礎自治体に求め

られる行政需要の増大を見据えた時に、今後も歳出規模の漸増傾向が見込まれ

る中で、本来の基礎自治体としての役割、責務を果たしつつも、将来の世代に

負担を残さない効率的、効果的な財政運営の構築が求められています。 

そのためにも、社会情勢や区を取り巻く環境の変化を適切にとらえ、将来に

わたって健全で安定的な財政運営の維持と変化に強い行財政システムを構築

していくため、役割分担の見直しや内部努力の徹底、業務の効率化などを進め

ていくことが必要です。 

 
（２） 経営改革プラン２０１５の改定にあたっての考え方 

経営改革の最大の目的は、北区の将来像を掲げた「北区基本構想」やそれを実

現するための「新基本計画」を着実に推進することにより、将来を見据えた健全

で安定的な行財政運営を確保し、さらなる区民サービスの向上を図ることです。 

「新基本計画」では、北区の基本姿勢である「区民とともに」を推進し、「地

域のきずなづくり」や「子育てファミリー層・若年層の定住化」を最重要課題と

位置づけ、様々な課題に取り組むことが必要です。将来にわたって区民のニーズ

に応えられる区政の実現に向けて、厳しい財政状況下にあっても、北区の明るい

未来を築き、必要な施策・事業が継続的に実施できるよう、また、北区の将来に

予測されている人口減少・少子高齢社会に適切に対応するため、柔軟で持続可能

な行財政システムを構築することが必要です。 

 

＊ 将来の世代に負担を残さない財政運営を構築するため、引き続き「財

源の確保」に努めるとともに、「スリムな組織体制」、「職員の能力開発・

意識改革」などの「内部努力の徹底」や「業務の効率化」などを進め、

将来を見据えた柔軟で持続可能な行財政システムを確立します。 
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＊ 「地域のきずなづくり」や「子育てファミリー層・若年層の定住化」

をはじめ、多くの課題を解決する取組みを推進するため、官民の役割分

担を見直し、民間活力の活用や区民・民間事業者・ＮＰＯなど多様な主

体との連携を図り、社会の変化に対応した行政サービスを提供します。

 

（３）経営改革の方向性 

   新たな経営改革プランについては、現行の「経営改革プラン２０１５」の方向

性をベースとしたうえで、「地域のきずなづくり」、「内部努力の徹底」、「社会の

変化に対応した行政サービスの提供」、「公共施設の再配置・長寿命化」などの観

点で構成する４つの視点を反映したものとします。 

 

① 区民とともに ～地域のきずなづくりと協働によるまちづくりの推進～ 

区の基本姿勢である「区民とともに」は、本改定においても引き続き追求さ

れるべき課題です。「子育てファミリー層・若年層の定住化」を進めていくう

えでは、地域において世代を超えた人々が主体的にまちづくりに取り組み、地

域で支えあうことが重要です。情報の共有化や区民参画を一層進めるとともに、

区の最重要課題の一つである「地域のきずなづくり」に重点を置いた取組みを、

区民との協働によりさらに進めていきます。 

 

② 将来を見据えた柔軟で持続可能な行財政システムの確立 

  内部努力の徹底を図りながら、今後の財政需要を見込み、将来に備えること

のできる強固で弾力的な財政基盤の構築が重要です。区政の透明性を高め、適

正な事務を執行できる体制を整えるとともに、職員の意識改革や職務遂行能力

の一層の向上を図り、仕事の進め方や働き方を見直すことで、機能的かつ効率

的な組織体制や業務遂行のしくみづくりを進めていきます。また、新たな歳入

確保策の導入など、財源確保に向け積極的な取組みを進めていきます。 

 

③ 社会の変化に対応した行政サービスの提供 

引き続き、複雑化・多様化する行政需要に対応するため、さまざまな手法に

よる民間事業者やＮＰＯなどの「公」を担う多様な主体の参画や連携を促すと

ともに、ＡＩをはじめとする先端技術の積極的な活用を検討し、業務の効率化

と質の高い行政サービスの提供へとつなげていきます。また、行政サービスに

見合った受益者負担の適正化を進めていきます。さらに社会情勢や環境の変化

に応じた業務や事業の見直しを進めるため、適宜、取組みの成果を踏まえなが

ら、所管組織が主体的に新たな項目を検討していきます。 

 

④ 公共施設マネジメントの推進 

今後、老朽化した公共施設の建替えや改修など、多額の更新費用が必要とな
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りますが、将来的に負担できる更新費用には限界があります。限られた資源の

中で、新たな施設需要にも対応し、区民サービスの向上を図るため、「北区公共

施設再配置方針（平成２５年７月）」及び「北区公共施設等総合管理計画（平成

２９年２月）」に基づき、区の財政状況や人口動向、区民ニーズの変化等を踏ま

え、北区公共施設マネジメント方針や総量抑制のための３つの方策（①用途転

換、②学校等の施設への集約化・複合、③統廃合・廃止の検討）などについて

具体的な取組みを進めます。また、施設の維持管理コストの縮減、施設の長寿

命化にも取り組んでいきます。 

 

（４）新たな経営改革プランの計画期間 

   新たな経営改革プランの計画期間は、「新基本計画」の前期５か年（平成３２

（2020）年度から３６（2024）年度まで）としますが、中長期的視点に立った行

財政運営を行うことを視野に進めていくものとします。なお、計画を着実に実施

し、改革を進めていくためには、その進捗状況を適切に管理していくことが必要

です。したがって、新たにプランで計画化される事業については、引き続き区長

を本部長とする経営改革本部のもとで適切に進行管理を行っていきます。 

   また、経済情勢をはじめとした急激に変化する社会情勢を見据えながら、迅速

かつ適切な対応を行うため、毎年度、必要に応じて新たな改革項目の検討を行い、

経営改革を着実に推進していきます 
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「新たな北区経営改革プラン」体系図（案） 
 
 
 
   
 
 
 
 
  
 
 
  
 

 
  
                      
  
 
 
 
       
       
        
      ex：地域のきずなづくり、情報の共有化、区民参画の推進、  
        協働によるまちづくり  

    
 
 
      ex：財源の確保、事務や事業の見直し、効率的・効果的な組織・執行体制  
        の構築、職員の意識改革と職務執行能力の向上  
       
       
 

ex：行政情報化の推進、行政サービス提供体制の見直し、民間活力の活用、 
  指定管理者制度、公民連携の推進、受益者負担の適正化  
    
 
 
ex：施設情報の一元的管理・共有化、長寿命化や維持管理コストの縮減、  

再配置に向けた取り組み、有効活用  

 
 

区民サービスの向上  

新 た な 経 営 改 革 プ ラ ン 

次世代につなぐ、健全

で安定的な行財政運営

新基本計画  

のための資源調達  

目 
 

 

的 

方 
 

向 
 

性 

１ 区民とともに  
～地域のきずなづくりと協働によるまちづくり～  

２ 将来を見据えた柔軟で持続可能な  
行財政システムの確立  

３ 社会の変化に対応した行政サービス  
の提供  

 「新基本計画」の前期５年間（平成３２（2020）年度～平成３６（2024）年度）

  対 象 期 間  

北区基本構想の実現  

４ 公共施設マネジメントの推進  
 


